
小越洋之助監修･労勘運動総合研究所編デフレ不況脱却の賃金政策

本書は､現代日本において働くものに

とってもっとも関心が集まる問題-すなわち｢なぜ日本の『給与』は下がるのか-｣という疑問に大胆に切り込み､
｢人間らしい労働と生活｣(ディーセント

ワーク)実現への課題と論点を提示した意欲的な業績である｡
鋤-ものはいま､非常に厳しい状況に

置かれている｡安倍新政権のもと､この厳しさに拍車がかかる可能性も高い｡しかし本書は､政治の動きがどうであれ､現状打開のためには国民の家計消費の拡大が必要であ-'賃金の底上げと雇用の安定､さらには社会保障､公共サービスの充実こそ､その唯一の手段というメッセージを力強-発信する｡

そしてこのメッセージを科学的主張と

するため､五つの章にわたって研究の成果が紹介されている｡およそまとめると次のことであろう｡

まず｢第1章　日本の経済･社会に

おける賃金の位置｣では､｢賃金と利潤の対抗関係の現状を示すもの｣として､00年代後半以降の日本において生じた賃金の抑制･異常な低水準､大企業内部留保の異常な増大が分析される｡これらは､政府の新自由主義政策､財界の賃金抑制戦略､大企業における労使一体化がもたらしたものである｡
｢第2章　賃金水準決定の仕組みと搾

取形態の構造変化｣では､賃金決定機構において賃金抑制の仕組みがいかにして成立したのか､大企業の搾取形態(職場支配)がどのように構造変化したのかな

ど､分析が深められる｡いわば賃金低下についての､マクロ･ミクロ両面からの構造分析である｡
以上の展開が本書の主柱に当たる部分

-まnノ

であるとすると'梁にあたるのが｢第3章　男女の賃金格差に見る女性労働の実情｣である｡これまでの社会政策研究および労働組合運動が正社員中心･男性中心であったことに対する問題意識が反映されており､男女性別格差は格差克服の最重要課題として位置つけられる｡
｢第4章　デフレ不況脱却､均等待遇

をはかる賃金政策｣では､これまでの賃金の構造分析を踏まえ､デフレと低賃金の連鎖を断ち切るために'賃金闘争のテーマ､賃金政策についての基本的考え方
､が提起される｡客観的情勢分析に解消さ

れない労働組合運動の主体的力量を強化するうえでの理論的課題､突破点の提起といったところだろう｡

最後に｢第5章　賃金政策と雇用･

社会保障政策との関連｣においてはへ労使の力関係の反映として戦後の賃金制度･賃金体系の展開と矛盾が述べられ､賃金の成果主義化と雇用破壊政策の連動
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